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平成２７年度予算編成に当たって（通知）

平成２７年度の予算編成における基本方針、重点項目等について、下記のとおり通知します。

記

【１　国の動向及び経済・財政状況】

　　国においては、平成２４年１２月の第２次安倍内閣発足以来、「大胆な金融政策」、「機動的な財政政策」及び「民間投資を喚起する成長戦略」の３本の矢からなる経済政策（いわゆる「アベノミクス」）を推進してきたが、引き続き経済最優先でデフレからの脱却を目指し、成長戦略の実行に全力を尽くすとともに、元気で豊かな地方創生を最大の課題の一つとして取り組んでいくため、先月３日に内閣改造が行われ、２９日には改造内閣発足後初となる臨時国会が召集されたところである。

　　この臨時国会での所信表明においても、消費増税などの重要課題について具体的な言及がなかったことに野党から批判はあるものの、地方創生や成長戦略の実行を掲げ、引き続き「経済最優先」で取り組んでいくこととしている。

我が国の経済は、アベノミクスが景気を刺激し、株価の上昇や円安など一定の効果を上げているが、１７年ぶりに消費税率の引上げが行われた今年４月以降、消費は減少傾向にあり、６月には成長戦略を改訂し、日本経済を持続的成長に導くための新たな方策が示された。しかしながら、９月１９日に発表された月例経済報告では、「景気は、このところ一部に弱さもみられるが、緩やかな回復基調が続いている。」としながらも、先行きについては、景気を下押しするリスクに留意する必要があり、不透明な状況である。

このような中、国の財政は、公共事業を始めとした景気対策経費や少子高齢化の進展による社会保障費の増加などを要因に、歳入と歳出の乖離を埋める国債の発行を続けた結果、国債残高が平成２６年度末で７８０兆円に上る見込みで、債務残高の対ＧＤＰ比は、主要先進国と比較して最悪の水準となっている。

これらの状況を踏まえ、平成２７年１０月の消費税率１０％への引上げについては、年内には判断されるものであるが、増税後の景気を下支えする経済対策として今年度の補正予算の検討が始まっている。今後は、我が国の動向や景気の状況をこれまで以上に注視しつつ、海外景気に影響を与える可能性のある国外の動きについても幅広く目を向けていく必要がある。
【２　新座市の財政状況】

次に、本市の財政状況について、見解を述べる。

まず、平成２５年度の決算を財政指標で見ると、財政構造の弾力性の度合を判断する指標である経常収支比率については、前年度比２．４ポイント増の

９１．６％となっており、財政の硬直化が進んでいることになる。また、財政基盤の強さを示す財政力指数は、平成２５年度単年度で０．８９１と、財源に余裕があるとは言えない状況にある。
この背景には、生活保護費などの扶助費が１３年連続で増加していることや、累積する臨時財政対策債の元金償還額の増加、地方交付税の普通交付税の減額などがある上、平成２５年度は普通建設事業費が大幅に伸び、その財源として市債を借り入れたことにより、市の債務残高も増加していることから、市の財政は非常に厳しい状況にある。
一方で、市税収入に目を向けると、平成２３年度決算（前年度比＋０．７

％）、平成２４年度決算（前年度比＋０．９％）に続き、平成２５年度決算では、個人市民税均等割や法人市民税法人税割の伸びなどにより、総額で前年度比１．５％の増額となっており、国の政策に連動した明るい兆しも見受けられる。また、普通建設事業費やそれに伴う債務残高の増加は、市の財政にとって有利である国の補助金を積極的に活用して事業を前倒しして行ったことによるもので、単年度だけでは事業が多すぎたようにも見えるが、長期的に見れば、将来負担軽減のための適切な対応であったと考える。

このような中、本市は、約３０万平方メートルある借地の相続等の発生に伴う買取りに備えつつ、都市高速鉄道１２号線延伸促進や新庁舎の建設、大和田二・三丁目地区の土地区画整理、志木駅南口周辺整備など、優先的に取り組むべき課題がある。厳しい財政状況ではあるが、現在は「将来にわたって税収の伸びるまちづくり」の実現に向けた準備期間であるとの認識に立ち、市税の徴収率の向上や国・県補助金の活用など、引き続き財源確保に努めるとともに、平成２７年度の予算編成においては、以下に述べる基本方針を念頭に、施策の選択をし、市民要望に応えられるまちづくりを目指していきたい。
【３　平成２７年度予算編成における基本方針】
アベノミクスによる経済効果により、我が国の経済は企業収益や雇用環境などが改善し、デフレ脱却、景気回復の見通しが見えつつある状況であるが、一方で、物価上昇のペースに賃金の上昇が追い付かない状況であることや本年４月からの消費税率の引上げなどの影響により、市民の生活は依然として厳しい状況が続いている。

こうした中にあって、来年度においても、誰もが住みやすいと感じ、愛着を持って住み続けたいと感じるまちづくりの実現に向けた施策を推進するとともに、第４次新座市基本構想総合振興計画前期基本計画の最終年度として、後期基本計画期間にしっかりとつなげていく意識をもって施策を推進していかなければならない。

また、引き続き、本市の重点事業である都市高速鉄道１２号線の延伸促進、新庁舎の建設、新座駅北口や大和田二・三丁目地区の土地区画整理事業に加え、志木駅南口周辺整備については、計画的に進めていただきたい。

特に、都市高速鉄道１２号線の延伸促進活動については、東京圏の鉄道整備計画に関する交通政策審議会の次期答申が平成２７年度中に行われることから、今年度に引き続き来年の秋頃までの活動が真に勝負であるため、地下鉄１２号線延伸促進室任せにすることなく、チーム新座市の体制で、全所属、全職員が一丸となって取り組んでいただきたい。

新庁舎の建設については、いよいよ来年度は実施設計となることから、市民

サービスの向上や災害時の防災拠点としての市庁舎機能の確保等、具体的に検討していかなくてはならない。こちらについても６０年に一度の事業であり、後悔のないような庁舎の実現に向けて、全庁挙げて取り組んでいただきたい。

新座駅北口の土地区画整理事業や大和田二・三丁目地区市街化調整区域の市街化区域編入に向けては、税収の伸びる豊かなまちづくりの実現、良好な街並みの形成に向け、市を挙げて全力で取り組んでいきたい。

加えて、志木駅南口周辺整備については、長年の懸案事項であり、市民を始め、議会からの注目も大きな事業であるので、地下自転車駐車場や大屋根の設置など、多額の経費がかかるものであるが、しっかりと進めていきたい。

厳しい財政状況の中で、これらの大型事業を実施することについては、一時的に多くの財政負担を伴い、市民の皆様の中には不安を感じる方もいるかと思われるが、こうした取組が必ずや「新たな視点による都市づくり」や「税収の伸びるまちづくり」、さらには「安全・安心なまちの実現」に結びついていくことと考えているので、職員一人一人においても同じ認識を持って、事務を進めていただきたい。

さらに、引き続き、「エコシティ新座」の実現への取組や「観光都市にいざづくり」、「連帯と協働によるまちづくり」に係る施策も進めていただきたい。

なお、予算編成に先立って算出した平成２７年度当初予算の概算収支では、財政調整基金からの繰入れを行わない状態で、約２７億円の財源不足が見込まれているが、現在の財政調整基金の残高は約１８億円となっている。

加えて、固定資産税・都市計画税の課税誤りが判明したことにより、今後、新たな返還金等が生じることも見込まれ、これに対応するために財政調整基金の残高は更に減少することが考えられる。現時点では財政調整基金を全額取り崩したとしても、財源不足を埋めることはできない状況であり、平成２７年度予算編成は、今まで以上に非常に厳しいものとなることが明らかである。

そこで、全職員が以下の点に留意し、予算編成に臨んでいただきたい。

⑴　全職員による財政状況の把握と予算編成作業への参画

現在の市の財政は、引き続き厳しい状況ではあるが、税収も着実に伸びており、市民要望に応えるべく事業を的確に実施しており、今後も同様に市民の期待に応えていく姿勢に変わりはない。
しかしながら、次年度以降の数年間は、将来に向けて、多くの重点大型事業を実施していくことから、予算編成作業は一時的に極めて厳しいものとなる。こうした時こそ、「チーム新座市」の考えの下、全職員の力を結集して乗り切らなくてはならない。このため、予算編成作業に当たっては、一部の職員のみで進めるのではなく、全職員がこうした財政状況や取り組むべき課題をしっかりと認識した上で、作業に取り組むこと。

⑵　「選択と集中」の徹底による緊急性、必要性の高い事業の選択

多くの重点大型事業を実施する一方で、歳入については限りがあるため、貴重な財源を投入すべき事業の取捨選択に当たっては、緊急性、必要性の高い事業を優先し、選択した事業についても後期基本計画期間への先送りや縮小の可否も含め、検討すること。

また、事業の選択に当たっては、その効果や必要性に加え、後年度の負担についても十分に検討すること。

⑶　スクラップ・アンド・ビルドの徹底

「最少のコストで最大の市民サービスの実現」を目指し、前例踏襲型の予算編成から脱却し、現在行っている全ての事業について、事業の必要性や効果を徹底的に検証し、事業費の見直しを行うとともに、効果の低い事業や役目の終わった事業の積極的な取りやめを検討すること。

以上申し述べたことを全職員が深く認識し、国の平成２６年度補正予算編成の動きや平成２７年度当初予算編成の動向にも注視しつつ、次に示す平成２７年度予算編成における重点項目を踏まえ、別途通知する企画財政部長の指示事項を厳守するとともに、監査委員及び市議会からの平成２５年度決算審査に係る指摘事項や意見にも十分に配慮し、市民ニーズに応えられる予算の編成に努めるよう強く要請する。

【４　平成２７年度予算編成における重点項目】

⑴　市民の皆様の安全・安心のためのまちづくりを実現するために、老朽化した施設の改修・改築等を最優先して推進すること。

⑵　多様な災害に対応できる防災体制の整備・強化を図ること。

⑶　「エコシティ新座」の実現に向けた取組を推進すること。

⑷　スクラップ・アンド・ビルドによる行財政改革の推進を図ること。

⑸　安定した市民生活の実現に向けた経済対策を推進すること。

⑹　少子化対策及び高齢者、障がい者等に係る各種福祉施策を推進すること。

⑺　連帯と協働によるまちづくりを推進するため、地域コミュニティやボランティア活動の更なる活性化に寄与する施策を推進すること。

　観光都市にいざづくりを推進するため、雑木林とせせらぎのあるまちづくりの実現に向けた施策を着実に実行すること。

⑼　新たな視点による都市づくりを展開していくための施策を推進すること。
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